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連　結　精　算　表

科　　　目
個 別 財 務 諸 表 修 正・消 去 連 結 

財 務 諸 表Ｐ　社 S　社 借　方 貸　方

貸 借 対 照 表 連結貸借対照表

諸 資 産 120,600 56,300 

売 掛 金 30,000 20,000 

貸 倒 引 当 金 （ 600 ）（ 300 ） （ ）

商 品 50,000 20,000 

S 社 株 式 30,000 

［ ］

資 産 合 計 230,000 96,000 

諸 負 債 （ 40,000 ）（ 18,000 ） （ ）

買 掛 金 （ 16,000 ）（ 17,000 ） （ ）

資 本 金 （ 140,000 ）（ 30,000 ） （ ）

資 本 剰 余 金 （ 10,000 ）（ 8,000 ） （ ）

利 益 剰 余 金 （ 24,000 ）（ 23,000 ） （ ）

非 支 配 株 主 持 分 （ ）

負 債・純 資 産 合 計 （ 230,000 ）（ 96,000 ）

損 益 計 算 書 連結損益計算書

売 上 高 （ 240,000 ）（ 180,000 ） （ ）

売 上 原 価 180,000 144,000 

販売費及び一般管理費 50,000 27,000 

営 業 外 収 益 （ 14,000 ）（ 10,000 ） （ ）

営 業 外 費 用 2,000 1,000 

［　　　　　］償 却

当 期 純 利 益 （ 22,000 ）（ 18,000 ） （ ）

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 （ ）

株主資本等変動計算書 連結株主資本等
変 動 計 算 書

利益剰余金期首残高 （ 16,000 ）（ 10,000 ） （ ）

配 当 金 14,000 5,000 

親会社株主に帰属する当期純利益 （ 22,000 ）（ 18,000 ） （ ）

利益剰余金期末残高 （ 24,000 ）（ 23,000 ） （ ）

非支配株主持分期首残高 （ ）

非支配株主持分当期変動額 （ ）

非支配株主持分期末残高 （ ）

連結第2年度 （単位：千円）

p.213　1　連結精算表
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連
結
会
計
③

1

連 結 損 益 計 算 書
自×1年4月１日　至×2年3月31日

Ⅰ 売 上 高 （ ）

Ⅱ 売 上 原 価 （ ）

売 上 総 利 益 （ ）

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 給 料 43,900  

２ 貸 倒 引 当 金 繰 入 （ ）

３ 減 価 償 却 費 28,000  

４ 退 職 給 付 費 用 4,500  

５ の れ ん 償 却 費 （ ） （ ）

営 業 利 益 （ ）

Ⅳ 営 業 外 収 益

１ 有 価 証 券 利 息 1,600  

２ 受 取 配 当 金 （ ） （ ）

Ⅴ 営 業 外 費 用

１ 有 価 証 券 評 価 損 3,000  3,000  

経 常 利 益 （ ）

当 期 純 利 益 （ ）

非支配株主に帰属する当期純利益 （ ）

親会社株主に帰属する当期純利益 （ ）

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自×1年4月1日　至×2年3月31日

株　主　資　本
非支配株主持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

当期首残高 （ ）（ ）（ ）（ ）

当期変動額

　剰余金の配当 （△ ）

　親会社株主に
　帰属する当期純利益 （ ）

　株主資本以外の項目
　の当期変動額（純額） （ ）

当期変動額合計 ― ― （ ）（ ）

当期末残高 （ ）（ ）（ ）（ ）

（単位：千円）

（単位：千円）

p.222　2　連結財務諸表
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連 結 貸 借 対 照 表
×2年3月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

　 現 金 預 金 90,800 　 買 掛 金 （ ）

　 売 掛 金（ ） 　 流動負債合計 （ ）

　 貸 倒 引 当 金（ △ ）（ ）Ⅱ 固 定 負 債

　 商 品 （ ）　 退職給付に係る負債 58,000

　 流動資産合計 （ ）　 固定負債合計 58,000

Ⅱ 固 定 資 産 　 負 債 合 計 （ ）

　 有形固定資産 純 資 産 の 部

　 建 物 560,000 Ⅰ 株 主 資 本

　 減価償却累計額 △504,000 56,000 　 資 本 金 （ ）

　 無形固定資産 　 資 本 剰 余 金 （ ）

　 の れ ん （ ）　 利 益 剰 余 金 （ ）

　 投資その他の資産 　 株主資本合計 （ ）

　 投資有価証券 30,000 Ⅱ 非支配株主持分 （ ）

　 固定資産合計 （ ）　 純 資 産 合 計 （ ）

　 資 産 合 計 290,000 　 負債及び純資産合計 290,000

（単位：千円）
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銀行勘定調整表1 重要度  

例 題
下記の【資料】にもとづき、修正仕訳をするとともに、銀行勘定調整表を作成しなさ
い。なお、仕訳が不要の場合は借方科目欄に「仕訳なし」と記入すること。

【資料】
当社の当座預金の帳簿残高は￥789,000 であるが、銀行の残高証明書残高は
￥759,500 であった。差異の原因を調査したところ、次のことが判明した。
１　現金￥100,000 を当座預金に預け入れたが、銀行では翌日付けの入金としていた。
２　クレジットカード売上高￥300,000 について、総額で入金処理をしていたが、実
際には決済代行会社より手数料￥9,000 を差し引いた純額が入金されており、手数料
について未処理であった。
３　得意先に対する売掛金￥45,000 が当座預金口座に振り込まれていたが、当社への
通知が未達であった。
４　電気料金￥12,500 が当座預金口座から引き落とされていたが、当社への通知が未
達であった。
５　仕入先に対する買掛金￥50,000 を支払うために、3月 31 日にネットバンキング
で振込手続き（当日付）を行い、仕訳済みであった。しかし、銀行側では翌営業日扱
い（振込予約状態）となっており、残高に反映されていなかった。
６　得意先からの売掛金￥36,000 の当座預金への振込みについて、誤って次の仕訳を
していた。
　（当 座 預 金）　　　　　39,000　（売 掛 金）　　　　　39,000

銀 行 勘 定 調 整 表
×1年3月31日

当社の帳簿残高 （ ）銀行の残高証明書残高 （ ）

（ 加算 ） （ 加算 ）

（ ） （ ）（ ） （ ）

（ 減算 ） （ 減算 ）

（ ） （ ）（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（単位：円）

p.234　1　銀行勘定調整表
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株主資本等変動計算書
自X1年4月1日　至X2年3月31日

株　主　資　本

資　本　金

資　本　剰　余　金

資本準備金 その他資本
剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 20,000 1,200 700 1,900

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当

　別途積立金の積立て

　新 株 の 発 行

　当 期 純 利 益

　株主資本以外の項目
　の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

 （下段へ続く）

（単位：千円）

（上段より続く）

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等

純資産
合 計

利　益　剰　余　金
株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

評 価・
換 算
差額等
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 500 200 2,800 3,500 25,400 100 100 25,500

当 期 変 動 額

剰余金の配当

別途積立金の積立て ― ― ―

新株の発行

当期純利益

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当 期 末 残 高

p.239　2　株主資本等変動計算書
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各
論
点
の
総
合
問
題

2

問 1　売掛金勘定および商品勘定の記入を行いなさい。
問 2　①当月の売上高、②当月の売上原価の金額をそれぞれ計算しなさい。

問 1

総　勘　定　元　帳
売　掛　金

摘 要 借 方 摘 要 貸 方

4 1 前 期 繰 越 110,000 4

25 30 次 月 繰 越

商　　　品

摘 要 借 方 摘 要 貸 方

4 1 前 期 繰 越 4 10

8

10 18

25

30 棚卸減耗損

30 商品評価損

30 次 月 繰 越

問 2

① 当月の売上高 ￥

② 当月の売上原価 ￥

続いては、商品売買の勘定記入の問題です。一見すると難しく感じられるかもしれま
せんが、取引の仕訳ができれば、比較的ラクに正解できます。
商品有高帳（商品ボックス）を書いて原価を整理し、仕訳は第1章で学習済みですので、
ミスをしないように丁寧に仕訳して解答しましょう。

具体的な解法は、解答＆解説を読みながら確認していきましょう！

4

8

解法

p.244　3　商品売買
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問 1

売買目的有価証券

日　付 摘 要 借 方 日　付 摘 要 貸 方

満期保有目的債券

日　付 摘 要 借 方 日　付 摘 要 貸 方

有価証券利息

日　付 摘 要 借 方 日　付 摘 要 貸 方

問 2　有価証券売却（　　　）：￥　　　　　　

続いては、有価証券の総合問題です。
例題 3の商品売買の総合問題と同じように、取引の仕訳ができれば比較的ラクに正
解することができます。
具体的な解法は、解答＆解説で紹介します。こちらの仕訳も第 1章で学習済みです
ので、丁寧に仕訳してミスのないようにしましょう。

解法

p.249　4　有価証券
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問 3 　X30 年 3 月期の連結財務諸表を作成するにあたり、親子会社間における土地の
売買取引に係る連結修正仕訳を、（1）未実現損益の消去と（2）債権債務の相殺消
去に分けて示しなさい。なお、勘定科目は次の中から最も適当と思われるものを選
ぶこと。

　　　ア．未収入金　イ．土地　ウ．未払金　エ．非支配株主持分
　　　オ．固定資産売却益　カ．非支配株主に帰属する当期純利益

問 1
総 勘 定 元 帳
建 物

日　付 摘 要 借 方 日　付 摘 要 貸 方

29 4 1 前 期 繰 越

機 械 装 置
日　付 摘 要 借 方 日　付 摘 要 貸 方

使用権資産
日　付 摘 要 借 方 日　付 摘 要 貸 方

問 2
借 方 金 額 貸 方 金 額

問 3
（1）未実現損益の消去

借 方 金 額 貸 方 金 額

（2）債権債務の相殺消去
借 方 金 額 貸 方 金 額

p.253　5　固定資産
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問 1 決算整理後残高試算表
×6年3月31日

借 方 勘定科目 貸 方
現 金 預 金
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
貸 倒 引 当 金
繰 越 商 品
前 払 家 賃
建 物
建物減価償却累計額
備 品
備品減価償却累計額
土 地
商 標 権
満期保有目的債券
買 掛 金
未 払 法 人 税 等
未 払 利 息
長 期 借 入 金
資 本 金
利 益 準 備 金
繰越利益剰余金
売 上
有 価 証 券 利 息
固定資産売却益
仕 入
棚 卸 減 耗 損
商 品 評 価 損
給 料
貸 倒 損 失
貸倒引当金繰入
減 価 償 却 費
商 標 権 償 却
通 信 費
支 払 家 賃
支 払 利 息
法人税、住民税及び事業税

（単位：円）

p.262　1　決算整理後残高試算表
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財
務
諸
表

2

損 益 計 算 書
自X6年4月１日　至X7年3月31日

Ⅰ　売　　　　上　　　　高 （ ）

Ⅱ　売　　 上　　 原　　 価

　１　期 首 商 品 棚 卸 高 （ ）

　２　当 期 商 品 仕 入 高 （ ）

　　　　合　　　　計 （ ）

　３　期 末 商 品 棚 卸 高 （ ）

　　　　差　　　　引 （ ）

　４　棚　卸　減　耗　損 （ ）

　５　商　品　評　価　損 （ ） （ ）

　　　　売   上   総   利   益 （ ）

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　給　　　　　　　　料 （ ）

　２　退  職  給  付  費 用 （ ）

　３　水　 道　 光　 熱　費 （ ）

　４　貸 倒 引 当 金 繰 入 （ ）

　５　減　 価　 償　 却　費 （ ）

　６　の　 れ　 ん　 償　却 （ ） （ ）

　　　　営　  業　  利　  益 （ ）

Ⅳ　営　 業　 外　 収　 益

　１　受　　取　　利　　息 （ ）

　２　有 価 証 券 評 価 益 （ ） （ ）

Ⅴ　営　 業　 外　 費　 用

　１　貸 倒 引 当 金 繰 入 （ ） （ ）

　　　　経　  常　  利　  益 （ ）

Ⅵ　特　　 別　　 利　　 益

　１　固 定 資 産 売 却 益 （ ）

Ⅶ　特　　 別　　 損　　 失

　１　火　　災　　損　　失 （ ）

　　　　税引前当期純利益 （ ）

　　　　法人税、住民税及び事業税 （ ）

　　　　当　期　純　利　益 （ ）

（単位：円）

p.275　1　損益計算書
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［資料 3］決算整理事項
１　電子記録債権と売掛金の期末残高に対して 2％の貸倒れを見積もる。貸倒引当金は

差額補充法によって設定する。
２　商品の期末棚卸高は次のとおりである。
  　帳簿棚卸高：数量 620 個、帳簿価額＠￥150
  　実地棚卸高：数量 610 個、正味売却価額＠￥130
３．有形固定資産の減価償却は次の要領で行う。
  　建物：耐用年数 30 年、残存価額ゼロ、定額法により計算
  　備品：耐用年数 10 年、200％定率法により計算
  なお、当期に新たに取得した建物についても、既存建物と同じ条件により月割りで

計算する。
４　満期保有目的債券は、当期の4月1日に他社が発行した社債（額面総額￥2,400,000、

利率年 0.5％、利払日は 9 月末と 3 月末の年 2 回、償還期間は 5 年）を発行と同時
に取得したものである。額面総額と取得価額との差額は金利の調整を表しているので、
償却原価法（定額法）により評価する。

５　長期借入金は、当期の 9 月 1 日に借入期間 3 年、利率年 2.6％、利払いは年 1 回（8
月末）の条件で借り入れたものである。決算にあたって、借入利息の未払分を月割計
算で計上する。

６　退職給付引当金の当期繰入額は￥108,000 である。
７　法人税、住民税及び事業税について、当期の納税額￥180,000 を計上する。なお、

仮払法人税等￥89,000 は中間納付にかかわるものである。

貸 借 対 照 表
×9年３月31日

資　産　の　部 負　債　の　部

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

現 金 521,000 買 掛 金 940,000

当 座 預 金 （ ） 未 払 金 （ ）

電子記録債権（ ） 未 払 費 用 （ ）

貸 倒 引 当 金（△ ）（ ） 未払法人税等 （ ）

売 掛 金（ ） Ⅱ 固 定 負 債

貸 倒 引 当 金（△ ）（ ） 長 期 借 入 金 （ ）

商 品 （ ） 退職給付引当金 （ ）

Ⅱ 固 定 資 産 負 債 合 計 （ ）

建 物（ ） 純　資　産　の　部

減価償却累計額（△ ）（ ） 資 本 金 10,000,000

備 品（ ） 利 益 準 備 金 170,000

減価償却累計額（△ ）（ ） 繰越利益剰余金 （ ）

満期保有目的債券 （ ） 純 資 産 合 計 （ ）

資 産 合 計 （ ） 負債・純資産合計 （ ）

（単位：円）

p.283　2　貸借対照表



291第 3章　決算

財
務
諸
表

2

損 益 計 算 書
自×3年4月１日　至×4年3月31日

Ⅰ　売　　上　　高 （ ）

Ⅱ　売　上　原　価 （ ）

　　　　売 上 総 利 益 （ ）

Ⅲ　販売費及び一般管理費 （ ）

　　　　営 業 利 益 （ ）

Ⅳ　営 業 外 収 益

　１　受　取　利　息 （ ）

Ⅴ　営 業 外 費 用

　１　支　払　利　息 （ ）

　２　貸倒引当金繰入 （ ） （ ）

　　　　経 常 利 益 （ ）

Ⅵ　特　別　損　失

　１　固 定 資 産 売 却 損 （ ）

　　　　税引前当期純利益 （ ）

　　　　法　  人　  税　  等 （ ）

　　　　当　期　純　利　益 （ ）

（単位：円）

貸 借 対 照 表
×4年3月31日現在

資　産　の　部 負　債　の　部
Ⅰ　 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債
１ 現 金 預 金 （ ） １ 買 掛 金 （ ）
２ 売 掛 金（ ） 2 未払法人税等 （ ）

貸 倒 引 当 金（△ ）（ ） 流 動 負 債 合 計 （ ）
３ 材 料 （ ）Ⅱ　 固 定 負 債
４ 仕 掛 品 （ ） 1 長 期 借 入 金 （ ）
５ 製 品 （ ） 2 退職給付引当金 （ ）
６ 短 期 貸 付 金（ ） 固 定 負 債 合 計 （ ）

貸 倒 引 当 金（△ ）（ ） 負 債 合 計 （ ）
流 動 資 産 合 計 （ ） 純　資　産　の　部

Ⅱ　 固 定 資 産 Ⅰ　 株 主 資 本
１ 建 物（ ） １ 資 本 金 （ ）

建物減価償却累計額（△ ）（ ） ２ 利 益 準 備 金 （ ）
２ 機 械 装 置（ ） ３ 繰越利益剰余金 （ ）

機械装置減価償却累計額（△ ）（ ） 株 主 資 本 合 計 （ ）
固 定 資 産 合 計 （ ） 純 資 産 合 計 （ ）
資 産 合 計 （ ） 負債及び純資産合計 （ ）

（単位：円）

p.289　3　製造業の財務諸表
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本支店合併損益計算書
自X4年4月１日　至X5年3月31日

Ⅰ 売 上 高 （ ）
Ⅱ 売 上 原 価
１ 期 首 商 品 棚 卸 高 （ ）
２ 当 期 商 品 仕 入 高 （ ）

合 計 （ ）
３ 期 末 商 品 棚 卸 高 （ ）

差 引 （ ）
４ 棚 卸 減 耗 損 （ ）
５ 商 品 評 価 損 （ ） （ ）

売 上 総 利 益 （ ）
Ⅲ 販売費及び一般管理費
１ 給 料 （ ）
２ 支 払 家 賃 （ ）
３ 水 道 光 熱 費 （ ）
４ 貸 倒 引 当 金 繰 入 （ ）
５ 減 価 償 却 費 （ ） （ ）

営 業 利 益 （ ）
Ⅳ 営 業 外 費 用
１ 支 払 利 息 （ ）

当 期 純 利 益 （ ）

（単位：円）

本支店合併貸借対照表
×5年３月31日

資　産　の　部 負　債　の　部
Ⅰ流動資産 Ⅰ流動負債
現 金 預 金 （ ） 買 掛 金 （ ）
売 掛 金（ ） 未 払 金 （ ）
貸倒引当金（△ ）（ ） 未 払 費 用 （ ）
商 品 （ ）Ⅱ固定負債
前 払 費 用 （ ） 長期借入金 （ ）
Ⅱ固定資産 負 債 合 計 （ ）
建 物（ ） 純　資　産　の　部
減価償却累計額（△ ）（ ） 資 本 金 4,000,000
備 品（ ） 利益準備金 240,000
減価償却累計額（△ ）（ ） 繰越利益剰余金 （ ）

純資産合計 （ ）
資 産 合 計 （ ） 負債・純資産合計 （ ）

（単位：円）

p.297　1　本支店合併財務諸表
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３　有形固定資産の減価償却
　　　①建物：本支店とも、耐用年数 25年、残存価額ゼロの定額法
　　　②備品：本支店とも、耐用年数 10年、残存価額ゼロの 200％定率法
４　支払家賃の前払分が本店に￥40,000、未払分が支店に￥20,000 ある。

損　　　益

日付 摘　　要 金　　額 日付 摘　　要 金　　額

3 31 仕 入 3 31 売 上

3 31 棚 卸 減 耗 損 3 31 支 店

3 31 給 料

3 31 支 払 家 賃

3 31 水 道 光 熱 費

3 31 貸倒引当金繰入

3 31 減 価 償 却 費

3 31 支 払 利 息

3 31（ ）

最後に損益振替を学習します。損益振替とは、すべての収益と費用を損益勘定に振り
替える手続きです。

損益勘定を作成する問題は、次の流れで解きます。
ステップ1  本店と支店それぞれの決算整理仕訳を行う
ステップ2  支店の損益勘定を作成する
ステップ3  支店の損益勘定を本店の損益勘定に振り替える
ステップ4  本店の損益勘定を作成する

例題で実際に損益勘定を作成してみましょう

解法

p.304　2　損益振替
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【解答用・仕訳帳】

各章の例題などを解答する際にご使用ください。

借 方 金 額 貸 方 金 額

キ
リ
ト
リ
線
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借 方 金 額 貸 方 金 額
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借 方 金 額 貸 方 金 額

解答用・仕訳帳および本編の例題の一部の解答用紙は、下記より
ダウンロードいただけます。解答作成の際にご活用ください。

【URL】	https://www.kadokawa.co.jp/	 	
product/322505000173/

※ 本サービスは予告なく変更または終了することがあります。  
あらかじめご了承ください


